
スライド 1 

 

 

 

入間市地域密着型サービス事業所の皆様、こんにちは。入間市介護保険課です。皆様に

おかれましては日頃より介護サービスのご提供、介護保険行政にご協力いただきまして誠

にありがとうございます。 

この資料は、入間市地域密着型サービス事業所の方が、ご視聴頂くことで、集団指導を受

けていただく形をとらせていただきます。よろしくお願いします。 

 

 

  



スライド 2 

 

 

次第です。本日はこの３点についてご説明します。 

 

 

  



スライド 3 

 

 

添付資料の 「令和６年度介護報酬改定 算定要件等の見直しのあった加算一覧」です。

添付資料は、HPページの集団指導のページに掲載しております。のちほどこちらの説明も

していきます。 

 

 

  



スライド 4 

 

 

まずは、令和６年介護報酬改定の主な事項についてご説明いたします。地域密着型サー

ビス事業所に共通している事項としては大きくこの６つになります。順に説明していきます。 
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はじめに業務継続計画未策定減算の導入についてですが、業務継続計画は前回、令和３

年改正時に３年間の猶予期間をもって全事業所に策定するよう義務付けられていました。 

今回、令和６年３月末で猶予期間も終了したところで、未策定の事業所に対して減算という

措置になります。 
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減算の算定要件としては、表記のとおりです。 

 

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施

するため、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画 要は業務継続計画が

未策定であり、 

計画に従い必要な措置を講じていない場合は減算となります。 

こちらは体制減算となりますので、減算となる場合には体制届で減算型と申告することに

なっていました。今年の４月に体制届にて申告していただいていますが市内の事業所で減

算型と申告されている事業所はありません。 

業務継続計画については、今後も事業所の職員への計画の周知や定期的な訓練等行う

ようにお願いします 
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（２）高齢者虐待防止措置未実施減算の導入 

 

高齢者虐待防止措置についても令和３年改正時に３年間の猶予期間をもって全事業所に

策定するよう義務付けられていました。 

令和６年４月以降、この措置について実施していない事業所について減算が適応されま

す。体制減算となりますので、減算となる場合には体制届で減算型と申告することになって

おります。 
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高齢者虐待防止措置未実施減算の算定要件です。 

この減算は、事業所において高齢者虐待が発生した場合ではなく、高齢者虐待防止の措

置を講じていない場合に、 所定単位数の１００分の１相当が減算されることになります。 

 

高齢者虐待防止の措置とは、 

〇虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果に

ついて、従業者に周知徹底を図ること。 

〇 虐待の防止のための指針を整備すること。 

〇 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

〇 上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと  

の４つになります。 

 

 



スライド 9 

 

 

（３）身体的拘束等の適正化の推進 

 （看護）小規模多機能型居宅介護支援事業所と地域密着型通所介護事業所 

に身体的拘束等の適正化のための取り組みが新たに義務付けられました。サービス毎に

詳しく見ていきます。 
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小規模多機能型居宅介護支援事業所、看護小規模多機能型居宅介護支援事業所 

については運営基準に身体拘束防止の措置が新たに規定されました。 

この規定は、すでにグループホーム等入所系の事業所には義務付けられているものです

が、今回多機能型サービス事業所にも規定されるものになります。 

〇身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催するとと

もに、その結果について、介護職員その他従業者に周知徹底を図ること。 

〇身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

〇介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実

施すること 

となります。 

※未措置の場合は減算が適用されますが、一年後（令和７年４月１日～）の適応になりま

すので、それまでに整備をお願いします。 
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地域密着型通所介護事業所については 

については運営基準に身体拘束禁止の取り決めが新たに規定されました。 

この規定は、すでにほかの入所系や多機能系の事業所には規定されているものですが、

今回通所介護事業所にも改めて規定されるものになります。 

具体的には、 

〇利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除

き、身体的拘束等を行ってはならないこと。 

〇 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並

びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこと 

 

になります。 
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（４）生産性向上の取組み 

この規定は令和６年度改正で入所系、多機能系のサービスに初めて取り入れられる項目

になります。 

対象となるのは 

認知症対応型共同生活介護、（看護）小規模多機能型居宅介護支援の事業所です。 

 

概要としては 

介護現場における生産性の向上に資する取組の促進を図る観点から、現場における課題

を抽出及び分析した上で、事業所の 

状況に応じて、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び、職員の負担軽減に資

する方策を検討するための委員会の設 

置を義務付けるものです。 
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具体的な内容としては、 

事業所は業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組

の促進を図るため、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減

に資する方策を検討するための委員会を定期的に開催しなければならない。というもので

す。 

 

この規定には、３年間の経過措置期間があります。令和９年３月までに整備していくように

お願いします。 
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（５）管理者の業務範囲の拡大 

 

この基準はすべてのサービスに共通するものです。 

今までは、管理者が兼務できる事業所は同一敷地内に限るとなっていましたが、管理者が

その責務を果たせる場合には、同一敷 

地内ではなくても差し支えないとされました。 
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（６）書面掲示規制の見直し 

 

これもすべての事業所に共通する事項です。 

事業者は、事業所の重要事項を事業所の見やすい場所に掲示することが義務付けられて

いましたが、令和７年４月からは、重要事項をウェブサイトにも掲載することが規定されま

す。 

ウェブサイトとは、法人のホームページ等又は介護サービス情報公表システムのことをい

います。 

令和７年３月３１日までに重要事項のウェブサイトへの掲載ができるように準備をお願いし

ます。 

※法人のホームページが無い等、ウェブサイトへの掲載が難しい事業者様につきまして

は、個別に市へご相談ください。 
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次に「算定に関して」です。 

報酬改定によって、報酬単位も変更されておりますが、算定要件等が変更されている加算

があります。 

事業所で取得している加算について、算定可能かどうか今一度ご確認ください。 

 

添付資料として、サービス毎の算定要件の見直しのあった加算について簡単に変更事項

をまとめた一覧を作成しましたので、ご確認ください。 
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簡単にサービスごとに説明していきます。 

地域密着型通所介護についてです。 

 

算定要件の見直しのあった加算のみ表にしています。 

地域密着型通所介護で見直しのあったものは、認知症加算、入浴介助加算、科学的介護

推進体制加算、ADL維持等加算、個別機能訓練加算の５つです。 

事業所で、算定している加算がありましたら、それぞれの変更項目についてご確認くださ

い。特に入浴介助加算については加算Ⅰの要件に研修の実施が追加されております。そ

のほかの加算についても要件をよく確認するようにしてください。 

 

表に記載してある変更事項は主なものの概略を載せてあります。当てはまりそうな場合

は、必ず国の基準も確認するようにお願いします。 
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認知症対応型共同生活介護で見直しのあった加算は、 

医療連携体制加算、科学的介護推進体制加算、夜間支援体制加算の３つです。事業所

で、算定している加算がありましたら、それぞれの変更項目についてご確認ください。 
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小規模多機能型居宅介護支援で見直しのあった加算は 

 

総合マネジメント体制強化加算、認知症加算、科学的介護推進体制加算です。総合マネジ

メント体制強化加算、認知症加算については区分の見直しがあり、それぞれの要件も追加

されています。変更項目についてご確認ください。 
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看護小規模多機能型居宅介護支援で見直しのあった加算は 

総合マネジメント体制強化加算、緊急時訪問看護加算 

ターミナルケア加算、認知症加算、科学的介護推進体制加算、排泄支援加算、褥瘡マネジ

メント加算の７つです。 

特に総合マネジメント体制強化加算、認知症加算については区分の見直しがあり、それぞ

れの要件も追加されています。変更項目についてご確認ください。 

表に記載してある変更事項は主なものの概略を載せてあります。当てはまりそうな場合

は、必ず国の基準も確認するようにお願いします。 
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詳細な改正内容について 

国の告示や解釈通知をご確認ください。 

運営基準に関して、算定基準に関してとそれぞれ、別で規定されております。 
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入間市では、各サービス事業者向け  

    「自主点検表」を作成しております。国の基準や解釈通知は、複雑でなかなか読み

にくいものもありますので、サービスごとに、運営基準、算定基準をまとめた点検表を作成

しています。いずれも、入間市HPの方で公開しておりますので、ご確認ください。小規模多

機能型居宅介護支援については秋以降の公開となります。 
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ここからは、実地指導における主な指摘事項をお話ししていきます。実地指導は、介護保

険課の職員が事業所に出向いて運営の状況を確認させていただく事業です。ここでは今ま

での実地指導での主な指摘事項をご説明します。 
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運営規定と重要事項説明書の整合性 

 

運営規定の記載内容と重要事項説明書の記載内容は、常に整合性が図れていることが

望ましいです。 

「運営規定」と「重要事項説明書」 

で営業時間等の記載が異なる例などがありましたので統一するようにしてください 
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「利用料金」の表記について 

 

利用料金を記載する場合は、最新の情報で地域区分ごとの単価を乗じた金額を記載する

必要があります。 

利用料金について、介護度別の単位数だけではなく、地域区分ごとの単価を乗じた金額も

記載してください。 

        例） 地域区分単価：10.42円 

 

加算等の名称や、単価を改正後も修正せずにそのまま使用している場合がありましたの

で、料金表は常に最新のものにしてください。 
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サービス提供等の記録 

 

サービス提供に関する次に掲げる記録は、その完結の日の属する年度の翌年度の４月１

日から起算して５年間保存しなければならないと市条例で規定されています。契約書に記

載のある保存期間が5年間になっているか確認してください。 
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苦情処理に関してです。 

 

苦情に対し適切に対応するためにも、苦情を受け付けた場合は記録し、保管しなければな

りません。 

 

【苦情の関するファイルが整備されていない事業所】や 

  

【苦情の報告様式がない事業所】がありましたので 

適切な取り扱いをお願いします。 
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⑤運営推進会議について 

 

地域密着型サービス事業所は、地域に開かれたサービスとすることで、サービスの質を確

保する観点から、定期的に「運営推進会議」を開催しなければなりません。 

 

 →基準とおりに会議を開催できていない事業所がありましたので、基準通りの開催をお

願いします。 

 

 

 

  



スライド 29 

 

 

運営推進会議の開催頻度は 

 

サービスごとに規定されています。 

 

地域密着型通所介護は半年に１回、それ以外のサービスは２か月に１回です。 
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運営推進会議の構成員としては 

 

 ・利用者や利用者の家族  

 ・地域住民の代表（町内役員、民生委員、老人クラブの代表者など） 

 ・市町村職員 

 ・地域包括支援センター職員 となります。 

原則としてこのメンバーを構成員とする必要がありますが、毎回すべての構成員が会議に

出席する必要はありません。 

 

コロナ過では書面開催などが認められていましたが、現在はそのような臨時的な取り扱い

は終了しております。規定通りの開催をお願いします。 

 

 



スライド 31 

 

 

加算の要件について 

 

加算の取得要件を満たしていないものがありました。 

以前から算定している加算でも、担当者の変更や、改正により要件の変更があったりした

場合、要件を満たしてないことに気づかないまま取り続けてしまっているケースがありま

す。 

 

例としては 

地域密着型通所介護の 「個別機能訓練加算」について 

   ・・・機能訓練指導員等が利用者の居宅を３か月に１回訪問し、訓練計画の進捗状況

等を説明し、必要に応じて個別機能訓練計画の見直し等が必要ですが、訪問をしていな

い、または、その記録が無いものがありました。 

 事業所の取っている加算の要件を確認してください。 
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その他の注意事項です。 
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事業所の指定更新申請について 

 

有効期限の一か月前には更新申請を出してください。 

有効期限が切れると介護保険の請求ができなくなりますので、必ず確認してください。 

※更新書類は市公式HPに掲載しております。 

今年度より書式が変更となり、大幅に簡素化されております。 以前は多くの書類を用意し

てい頂いてましたが、省略できる書類も多くなりましたので、事業所の皆様の負担が少しは

軽減していると思います。     
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体制届について 

 

届け出ている体制加算に変更がある場合には、 

変更月の前月末日までに 

 

「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（体制届）と 

「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」（体制状況一覧表）を提出してください。 

今年度から、電子申請を受け付けています。入間市HPの申請フォームから提出してくださ

い。 
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事故報告について 

 

事業所で事故等が発生し場合は、市へ報告をお願いします。 

基本的に、事業所で医療機関を受診するような事故が起きた場合は、報告をお願いしま

す。 

事故の他にも表にあるような、感染症や、利用者に損害を与えるような職員の不祥事、災

害などで被害が出た場合にも報告をお願いします。 
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事故報告書の書式は、 

事故報告書の書式は市公式HPに掲載してあります。 

事業所独自の書式がある場合は独自の物を提出可能です。ただし、入間市の書式の内容

と確認し、無い項目があれば追記してください。 

 

できるだけ 

速報は事故発生から２日以内、 

再発防止策報告は１か月以内に提出するようにお願いします。 
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運営指導については 

新規指定時（初年度）と更新期間中（６年間）に１回行います。 

更新の有効期限の前年か当年に行う予定です。 

 

市の職員が事業所に出向き、現地で、設備、運営、人員基準について確認をします。 

  

ご協力をよろしくお願いします 
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最後に、 

 

集団指導出席確認アンケートについてお願いです。 

 

この集団指導の資料を確認後、アンケートに回答することで、「出席」とさせていただきま

す。 

回答は、その事業所の管理者等責任者の方が「事業所ごとに1度」いただきますようお願い

します。 

アンケートは、集団指導案内のメール、HPの集団指導のページに記載してあるURLから回

答フォームにお進みください。 
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集団指導は以上となります。 

ご視聴ありがとうございました。 

 

 

 

 

 


